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寄付や社会的投資が進む社会の実現に向けて

ファンドレイザーを育成する

マネージングディレクター

宮下 真美
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必修研修 選択研修 検定試験

ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）

3

体系的な知識の習得

全体像を学ぶ基礎

講座

専門性を高める

スキルアップ研修

理解度をチェック

学習効果を高める
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）
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准認定ファンドレイザー必修研修

537

749

2016年度 2017年度

対前年比139％
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）
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全国の地域チャプターと協働

北海道チャプター

東北

関西

東海
中国

九州

山口初試験

熊本初研修、初試験

岩手初研修

宮城初試験
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）
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認定講師24名

奥山 大介 河合 将生 久津摩 和弘 永田 賢介
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）
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法人向けカスタイマイズ研修

全国大学附属高校ＰＴＡ連合会
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書34頁）
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准認定ファンドレイザー必修研修 700名

アートチャプター

全国福祉チャプター



©日本ファンドレイジング協会

ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書34頁）
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オンライン研修

拡大

122

571

2016年度 2017年度

講座数 3本

ポイント数 ６pt

16本

25pt
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁 ）
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対象者 更新者

認定ファンド

レイザー
16名 16名

准認定ファン
ドレイザー

154名 99名

認定ファンドレイザー

108名

准認定ファンドレイザー

891名

2017年度資格更新結果

ファンドレイザー 999名
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁 ）
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ファンドレイザーの社会的インパクト評価

実施期間 2017年10月18日から11月28日の42日間

回答方法 メールによる回答依頼、Excel シートによる回答入力

有効回答数 60名

日本アイ・ビー・エム株式会社様「データ活用コンサルティング」の支援

ファンドレイザーの

平均年収は、一般中

小企業の非役職勤務

者の1.7倍。

ファンドレイザー1 

人の平均寄付調達額

は 871 万、貢献度

25.9％。

ファンドレイザー

は、組織内のファシ

リテーター
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁 ）
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ファンドレイザーの平均年収

一般中小企業の非役職勤務者の約1.7倍

ソーシャルセクターの一般職員の約1.5倍

認定ファンドレイザー 平均545.8万

准認定ファンドレイザー 平均457.8万
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）
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団体調達額に対する貢献度割合 2016年度

寄付金 25.9％

会費 9.6%

助成金 10.6%

補助金 13.1%

行政委託金 25.3%

事業収入 15.8%

ファンドレイザー1 人の平均寄付調達額は 871 万



©日本ファンドレイジング協会

ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）
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必要性が団体内で
理解されている

担当する人や部署
が決まっている

団体の戦略策定に
組み込まれている

当時 3.00 3.31 3.56

現在 2.03 2.22 2.49

差分 0.97 1.09 1.07

資金調達の役割だけでない

１当てはまる → ５当てはまらない
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）
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ファンドレイザーの活躍の可視化
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ファンドレイザーの育成カリキュラム（議案書5-7頁）
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「実践力」を極めるファンドレイジング・スクール

第1期 12名

第2期 17名

第3期 27名

FRSアルムナイ
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会員（議案書1頁 ）
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ファンドレイジングで社会を変える仲間

209

1777

2000

0
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2500

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

ファンドレイジング・サロン→10周年企画としてさらに進化



©日本ファンドレイジング協会

広報（議案書3-4頁）
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正しい理解の促進とポジティブな空気の醸成

37

63

5797

6956

7213

8,107

11,003

20,227

2015年度 2016年度 2017年度

マスコミ Facebook ファンドレイジング

ジャーナル

64



寄付や社会的投資が進む社会の実現に向けて

寄付市場の形成

マネージングディレクター

大石 俊輔



©日本ファンドレイジング協会

2017年度 調査研究事業（寄付白書）の成果

20

目次

第1章 2016年の寄付の動向

第2章 人はなぜ寄付をするのか

―NPO研究、行動経済学の

知見から

第3章 善意の資金（寄付・社会的

投資）国際比較―日米英韓

第4章 課題と展望

付録・索引
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2017年度 調査研究事業（寄付白書）の成果
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2017年度 調査研究事業（寄付白書）の成果
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2017年度 調査研究事業（寄付白書）の成果
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2017年度 ファンドレイジング・日本の成果
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共感型ブレークスルー
2018年3月17日,18日
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2017年度 ファンドレイジング・日本の成果
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1,560
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2017年度 社会貢献教育事業の成果
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1.社会貢献教育を全国49教室1,183名に提供

→◎ 順調：累計、192教室・5,758名に提供！

2.子どもが主体の社会貢献教育オープン
シンポジウムの実現

→◎ 達成：運営全て高校生主体で実施
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2017年度 社会貢献教育事業の成果
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3.社会貢献教育ファシリテータ―が22名誕生

→◎ 順調：21都道府県で47名が活躍！
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2017年度 社会貢献教育事業の成果
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4.教員を巻き込んだ高校新必修科目「公共」
の位置づけ検討研究会の発足

→△ 教材プログラムつくりに着手

5.社会貢献教育推進のためのプラットフォームの
発足

→△ 3月に初回会合実施、今年度継続審議

6.社会貢献教育の先端的モデル地域の構築に着手

→△ 京都で着手。ほか連携先開拓。
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2017年度 社会貢献教育事業の成果
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7.社会貢献教育サポーター制度の発足

→〇 達成：12月リリース
13名の方がサポーターに！

ボランティアスタッフが社会貢献教育支援の
バースデードネーションに挑戦！

2月 廣瀬聡さん 4月 荒谷知佳さん 6月 丸山真平さん

挑戦中！
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2017年度 社会貢献教育事業の成果
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社会貢献教育サポーター参加へのお願い

日本中の全ての学校教育現場で望めば、社会貢献教
育が行われる状態を実現するために…

継続的な支援が必要です。

社会貢献教育サポーターになって下さい。



遺贈寄付推進、社会的インパクトセンター

そして

協会全体の成果と今期のチャレンジ

事務局長／社会的インパクトセンター長

鴨崎 貴泰



遺贈寄付推進事業の取組み

～未来への想いを遺贈に託し～

（p16,17）
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全国レガシーギフト協会の共同事務局として事業実施

• 全国の相談窓口における遺贈相談

• ポータルサイトによる情報発信
情報提供

• NPOや士業向けの遺贈寄付研修の実施と士業登録推進

• 遺贈を受ける団体向けの遺贈寄付ハンドブックの出版
人材育成

• 各種メディアにおける取材対応・事例提供と専門家ネッ
トワーク・関係団体等へのアウトリーチ

• 一般向けのセミナーや書籍の販売
普及啓発

• 税制・関連法律改正について、政府へ提言
アドボカ
シー

（p16,17）
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34

（P16,17）
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情報提供事業Webサイト「いぞう寄付の窓口」

35



©日本ファンドレイジング協会

人材育成事業
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• NPO向け・士業向けの遺贈寄付研修を実施
2017年度は全国20箇所で実施

• 研修を受講した士業（弁護士、税理士、会計士、司
法書士等）の協会登録を推進。

（p16,17）
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普及啓発事業

遺贈寄付の事例紹介や仕組みについての正しい情報提
供をウェブサイト、テレビ番組、新聞、雑誌、書籍な
ど各種メディアを通して行う。

2017年9月5日NHK
クローズアップ現代

2017年6月号
ソナエ

2018年3月週間朝日
遺贈寄付特集

（p16,17）
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普及啓発活動

遺贈寄付普及啓発本出版企画

「遺贈寄付－最期のお金の活かし方―」

著者：星野哲

（立教大学社会デザイン研究所研究員）

出版社：幻冬舎

出版日：2018年３月6日

定価：1,188円

クラウドファンディングにて122名より

約55万円の寄付を頂き、全国の公証人

役場に配送。

（p16,17）
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1. 社会的インパクト投資および評価に関する調査研究
業務

• 環境省：環境教育プログラムの社会的インパクト評
価ツール及び実践ガイドの作成

• 厚生労働省：SIBモデル事業（柏市における引きこも
りアウトリーチ事業）

• 社会的インパクト評価イニシアチブの共同事務局と
して社会的インパクト評価の推進を実施

（p17,18）
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事例集
ライブ
ラリー

最新情
報

ツール
セット

2016年6月に設立された、
日本に「社会的インパクト評価」を普及させるための
マルチセクター・イニシアチブ。
（現在151団体が参加）

（p17,18）社会的インパクト評価イニシアチブ（SIMI）
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コレクティブ・インパクトモデル事業

ボランティア

仕分け・梱包

社会的インパクト評価

利用者対応

150 世帯(2017)

対象者へ

の案内

600 世帯(2018)

「こども宅食プロジェクト」にコンソーシアムメンバー
として参画し、社会的インパクト評価を担当。

（p17,18）
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コレクティブ・インパクトモデル事業

こども宅食
コンソーシアム

「こども宅食プロジェクト」は、ファンドレイジング
の機能も実装した国内では数少ないコレクティブ・イ
ンパクトモデル。

（p17,18）



協会全体の成果と今期のチャレンジ
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会員数の推移と目標（２０１７−２０１８年度）

設立１０年で約１０倍へ

209
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会員数

1,777⇒2000

1777

2000
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財源の推移と目標（２０１７−２０１８年度）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

20082009201020112012201320142015201620172018

年
間
収
入
（千

円
）

年度

事業

寄付・会費

助成金

1.37億円1.4億円

1.6億円

①過去最高収益！（1.6億円）
②黒字転換！（+4,356千円）
③会費収入が2,000万円突破！
④事業収益が１億円突破！

次なる成長へ向けた準備の年

・収益目標：1.37億円
・損益：-6,936千円

2017年度実績(p26,27) 2018年度目標(p38,39)




